
２
月
定
例
県
議
会
が
、
２
月
１４
日
～
3
月
２０
日
ま
で
３５
日
間
の
会
期
で
開
催
さ
れ
ま
し
た
。
宮

川
え
み
子
県
議
が
代
表
質
問
、
阿
部
裕
美
子
県
議
が
追
加
代
表
質
問
、
宮
本
し
づ
え
県
議
が
一
般
質

問
、
吉
田
英
策
県
議
が
総
括
質
問
、
最
終
日
に
神
山
悦
子
県
議
が
討
論
を
行
い
ま
し
た
。

日
本
共
産
党
福
島
県
議
会
議
員
団
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神山悦子(郡山市)阿部裕美子(伊達市・郡)宮川えみ子(いわき市)宮本しづえ(福島市)吉田英策(いわき市)

2019 年

3 月

発 行
（写真上）福島を忘れない３・９全国集会(神山、宮本両県議が参加)＝３／９ 上野恩賜公園

新
防
衛
計
画
大
綱
は
、
５
年
間

で
２
７
・
５
兆
円
を
投
入
し
、
Ｆ

３５
戦
闘
機
を
１
４
７
機
買
う
計

画
で
、
「
専
守
防
衛
」
の
建
前
す

ら
投
げ
捨
て
て
い
ま
す
。

宮
川
県
議
は
代
表
質
問
で
、
消
費
税
増
税
と
改
憲
中
止
、
第
二
原
発
廃
炉
は
国
が

判
断
を
な
ど
、
暮
ら
し
と
安
全
に
対
し
県
民
の
立
場
で
安
倍
政
権
と
対
峙
す
る
よ
う

質
し
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
コ
ー
ス
ト
構
想
は
地
元
企
業
や
避
難
者
置
き
去
り
の
大

型
事
業
に
な
り
か
ね
な
い
と
見
直
し
を
求
め
ま
し
た
。

宮
川
県
議
は
消
費
税
１０
％
増

税
に
つ
い
て
、
深
刻
な
消
費
不
況

の
下
で
、
８
％
増
税
時
か
ら
実
質

家
計
消
費
は
年
間
２５
万
円
も
落
ち

込
み
、
毎
月
勤
労
統
計
偽
装
、
複

数
税
率
や
ポ
イ
ン
ト
還
元
な
ど
の

問
題
点
を
指
摘
。
原
発
事
故
を
受

け
た
福
島
県
の
昨
年
の
中
小
企
業

倒
産
は
７８
件
と
震
災
翌
年
以
降
最

大
と
な
る
も
と
で
、
増
税
さ
れ
れ

ば
原
発
事
故
で
打
撃
を
受
け
た
県

内
経
済
は
、
一
層
重
大
化
す
る
と

指
摘
し
、
反
対
す
る
よ
う
求
め
ま

し
た
。

日
本
共
産
党
は
、
増
税
し
な
く

て
も
財
源
は
あ
る
こ
と
を
提
案
し

て
い
ま
す
。

憲
法
に
自
衛
隊
を
書
き
込
め
ば

歯
止
め
が
一
挙
に
外
さ
れ
、
日
本
の

自
衛
と
は
関
係
な
く
、
地
球
の
裏
側

ま
で
ア
メ
リ
カ
軍
と
一
体
に
な
っ

て
自
衛
隊
の
若
者
を
戦
わ
せ
る
こ

と
に
な
り
ま
す
。
県
民
の
暮
ら
し
と

安
全
に
責
任
を
持
つ
立
場
か
ら
、
憲

法
９
条
に
自
衛
隊
を
明
記
す
る
改

定
に
反
対
す
べ
き
と
知
事
の
考
え

を
質
し
ま
し
た
。

安
倍
首
相
は
自
衛
隊
の
新
規
隊

員
募
集
に
対
し
て
、
若
者
の
名
簿
提

出
に
６
割
以
上
の
自
治
体
が
拒
否

し
て
い
る
こ
と
を
理
由
に
、
９
条
改

定
が
必
要
だ
と
し
て
い
ま
す
。
し
か

し
、
自
衛
隊
法
で
は
「
資
料
の
提
出
を

求
め
る
こ
と
が
で
き
る
」
と
あ
る
だ
け

で
、
自
治
体
が
応
じ
る
「
義
務
」
は
あ

り
ま
せ
ん
。

県
内
で
は
、
名
簿
の
紙
媒
体
で
の
提

出
に
も
協
力
し
て
い
る
自
治
体
も
あ

り
ま
す
が
、
個
人
情
報
保
護
の
観
点
か

ら
応
じ
る
べ
き
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

宮川県議は、地元紙が１月に行った県民

世論調査で、福島第二原発廃炉の正式決定

については「国が東電に働きかけを強める」

が４４．８％でトップであったことを紹介

し、県は第二原発廃炉は国が決断するよう

求めるべきと質しました。

野党４党が提出した「原発ゼロ基本法案」

は、原発は動かさない・動いているものは

止める・再稼働はさせないこと、原発立地

自治体の雇用や経済、事業者支援について

も国の責任を明示していることなどを示

し、国に早期成立を求めるよう質しました。

知事は原子力災害は終わっていないとし

て、復興庁の後継組織と財政支援を国に求

めているにもかかわらず、２０２０年３月

末には大熊・双葉を除くすべての避難者へ

の住宅支援を打ち切ることは矛盾している

と指摘し、支援の継続を求めました。しか

し内堀知事は打ち切り方針を変えていませ

ん。

（写真右）「消費税１０％は中止を」署名宣伝行動＝３／２２ 福島駅前

代表質問する

宮川えみ子県議

２月２５日



内
堀
知
事
は
、
避
難
者
へ
の
住
宅
支
援

打
ち
切
り
を
強
行
し
て
い
ま
す
。
県
が
国

か
ら
借
り
受
け
避
難
者
に
提
供
し
て
い
る

国
家
公
務
員
宿
舎
は
、
７
割
の
世
帯
が
行

き
先
未
定
で
あ
り
、
４
月
以
降
も
、
県
が

延
長
を
申
請
す
れ
ば
住
み
続
け
ら
れ
る
の

に
打
ち
切
り
方
針
を
変
え
ま
せ
ん
。

民
間
賃
貸
住
宅
の
避
難
者
へ
の
家
賃
補

助
も
県
が
３
月
末
で
打
ち
切
り
ま
す
。
そ

れ
に
伴
い
、
独
自
の
上
乗
せ
補
助
を
し
て

い
る
北
海
道
、
神
奈
川
県
、
新
潟
県
、
沖

縄
県
で
も
廃
止
す
る
し
か
な
く
、
全
国
の

善
意
ま
で
無
に
し
ま
す
。

４
月
以
降
も
住
宅
支
援
が
継
続
す
る
の

県は、福島イノベーション・コ

ースト構想を、浜通りの復興のた

めとして、廃炉、ロボット産業、

エネルギー、農林水産業等の分野

におけるプロジェクトの具体化を

進め、産業集積や人材育成（教育

庁）、交流人口の拡大等につなげる

としています。 

新年度予算には前年度比約 200

億円増の912億円を計上しました。

このうち、南相馬市のロボット

テストフィールド（整備総額 156

億円）は、2019 年度末までに完成

予定ですが、地元商工団体や中小

企業からも復興に役立つとはいえ

ないとの意見も出されています。

全国最下位クラスとなっている

介護・医療・福祉・教育分野にこ

そ、県の予算を優先的にまわすべ

きです。 

宮
本
県
議
は
、
除
去
土
壌
の
再
利
用

に
つ
い
て
質
問
。
環
境
省
は
９
割
は
再

生
利
用
で
き
る
と
し
、
全
国
の
公
共
事

業
に
利
用
す
る
と
し
て
い
ま
す
。
マ
ス

コ
ミ
の
県
民
世
論
調
査
で
は
６
割
が

反
対
し
て
い
る
こ
と
を
示
し
、
国
に
再

利
用
の
中
止
を
求
め
る
べ
き
と
質
し

ま
し
た
。
知
事
は
丁
寧
な
対
応
を
求
め

る
と
繰
り
返
す
だ
け
で
す
。

除
去
土
壌
再
生
利
用
の
実
証
事
業

は
、
昨
年
二
本
松
市
で
住
民
の
反
対
に

よ
り
事
業
中
止
に
追
い
込
ま
れ
た
ば

か
り
。
今
度
は
南
相
馬
市
の
常
磐
自
動

車
道
法
面
工
事
に
利
用
す
る
計
画
で

す
が
、
既
に
３
千
人
を
超
す
反
対
署
名

が
提
出
さ
れ
て
お
り
、
強
行
は
許
さ
れ

ま
せ
ん
。

Ａ
Ｄ
Ｒ
に
つ
い
て
は
、
東
電
が
和
解
案

を
拒
否
し
続
け
て
い
る
た
め
、
和
解
案
提

示
を
打
ち
切
る
事
例
が
相
次
い
で
い
ま

す
。
商
工
業
の
将
来
分
以
降
の
追
加
賠
償

請
求
も
、
東
電
が
合
意
し
た
の
は
わ
ず
か

１
％
で
事
実
上
の
打
ち
切
り
で
す
。

全
国
で
た
た
か
わ
れ
て
い
る
原
発
裁

判
判
決
で
は
、
不
十
分
と
は
い
え
全
て
の

判
決
で
国
の
指
針
を
上
回
る
賠
償
命
令

が
出
さ
れ
、
指
針
が
被
害
の
実
態
に
合
わ

な
い
こ
と
は
明
ら
か
で
す
。
県
内

の

市
町
村
長
の
中
で

％
が
指
針
の
見
直

し
を
求
め
て
い
ま
す
。

県
は
新
年
度
の
市
町
村
国
保
納
付
金

の
本
算
定
で
、
国
保
税
は
一
人
当
た
り
年

６
千
円
の
増
額
に
な
る
と
試
算
。
こ
れ
を

も
と
に
市
町
村
は
６
月
議
会
で
決
定
し

ま
す
。
県
内
で
も
２
０
１
７
年
度
の
滞
納

世
帯
へ
の
差
し
押
さ
え
は
１
万
３
千
件

を
超
え
、
窓
口
全
額
負
担
と
な
る
資
格
証

明
書
の
発
行
は
３
千
４
百
件
と
急
増
し
、

命
が
脅
か
さ
れ
て
い
ま
す
。

日
本
共
産
党
は
、
高
す
ぎ
る
国
保
税
を

県は「原発に依存しない社会・再生可能エネルギー先駆けの地」を目指

すとしています。これは世界の流れであり、温暖化対策の重要な課題です。

県は今後３年間の第三期アクションプランを作成中ですが、数値目標一

辺倒で、外国や大手資本によるメガソーラー中心となり、環境破壊や利益

が地域に還元されないなどの問題点を指摘しました。

再生可能エネルギーの推進にあたっては、地域主導・環境共生型の観点

に立った条例を制定すべきと求めました。

いわき市遠野地区に建設が予定されている三大明神・遠野風力発電事業

は、土石流危険渓流区域内にあり、土砂災害の危険や生活用水にも重大な影

響を与えるとして、反対署名も世帯数で 80％・人口比で 60％に上っていま
す。吉田県議は、県が国に建設中止を求めるべきと質しました。大規模風力

発電建設については、県独自の判断で事業計画不適格地域のゾーニングを行

うことを求めました。

高齢者のバス代無料化を県の責任で行うよう求めました。福島市は７５歳以

上のバス・電車の無料化を実施していますが利用実績で年間約２億円です。全

県に当てはめると約１４億円の予算で実現可能です。元気高齢者を増やしバス

路線維持にも貢献できるとして、県の実施を求めました。

急
性
心
筋
梗
塞
の
死
亡
率
が
男
女
と
も
に
全

国
１
位
な
ど
、
県
民
の
健
康
悪
化
が
進
ん
で
い
ま

す
。
県
は
ア
プ
リ
活
用
な
ど
個
人
の
努
力
を
促
し

て
い
ま
し
た
が
、
よ
う
や
く
新
年
度
か
ら
健
康
づ

く
り
の
新
た
な
組
織
が
立
ち
上
が
り
ま
し
た
。

新
潟
県
は
、
原
発
事
故
に
よ
る
福
島
県
民
の
健

康
と
生
活
へ
の
影
響
を
検
証
す
る
作
業
を
行
っ

て
い
ま
す
。
原
発
事
故
の
被
災
県
で
あ
る
本
県
こ

そ
、
原
発
事
故
と
県
民
健
康
と
の
関
連
性
を
検
証

し
対
策
を
講
じ
る
べ
き
で
あ
り
、
県
の
本
気
度
が

問
わ
れ
ま
す
。

教員多忙化解消は喫緊の課題です。あわせて本県の

いじめ認知件数は全国の増加率をはるかに上回りま

す。須賀川市で起きたいじめによる自殺について、市

の専門委員会は、教師がいじめに気付いてやれなかっ

た背景に多忙化があると指摘しました。また、不登校

児童生徒も増加していますが、日本財団の調査では、

保健室登校などの隠れ不登校はその１０倍に上ると

報告しています。いじめ、不登校に丁寧に対応するた

めにも多忙化解消は不可欠、教職員増こそ必要です。

児
童
虐
待
件
数
が
全
国
的
に
増
加
、
本
県
も

同
様
で
す
。
国
は
２
０
２
２
年
度
ま
で
の
４
年

間
で
、
児
童
相
談
所
の
児
童
福
祉
司
配
置
基
準

を
人
口
４
万
人
に
１
人
か
ら
３
万
人
に
１
人

に
見
直
し
て
増
員
し
ま
す
。
本
県
で
は
現
在

人
が

人
の
体
制
に
な
る
計
算
で
す

が
、
新
年
度
は
わ
ず
か
２
人
し
か
増
え
な
い
た

め
、
早
急
に
増
員
す
る
よ
う
求
め
ま
し
た
。
急

激
な
虐
待
件
数
増
に
対
応
す
る
た
め
に
も
、
さ

ら
な
る
国
の
基
準
引
き
上
げ
が
必
要
で
す
。

県
は
新
年
度
か
ら
、
警
察
官
や
警
察
Ｏ
Ｂ
４

人
を
新
た
に
配
置
す
る
方
針
で
す
が
、
こ
れ
ま

で
も
警
察
と
の
連
携
は
行
わ
れ
て
い
る
こ
と

県
は
新
年
度
予
算
で
、
県
中
児
童

相
談
所
を
一
時
保
護
所
と
一
体
整

備
に
踏
み
出
し
ま
す
。
２
０
０
６
年

の
泉
崎
村
の
痛
ま
し
い
児
童
虐
待

死
事
件
を
受
け
、
県
中
児
童
相
談
所

が
設
置
さ
れ
ま
し
た
。
し
か
し
、
一

時
保
護
所
と
一
体
整
備
で
は
あ
り

ま
せ
ん
で
し
た
。

共
産
党
県
議
団
は
、
２
０
０
６
年

以
前
か
ら
中
央
児
童
相
談
所
の
分

室
で
は
な
く
、
独
立
し
た
児
童
相
談

所
の
設
置
を
一
貫
し
て
求
め
て
き

ま
し
た
。

原発事故後急激に増加したイノシシ被害

に対して、県は５年間で５万頭から５千２百

頭と 10分の１に減らす管理計画を進めてき
ましたが、実態は全く減少していません。

2019年度からの新管理計画は、５年後で
もほとんど減少の見通しがありません。これ

では被害は減らないと指摘し、見直しを求め

ました。

また、市町村で捕獲の補助金に大きな開き

があることから、県の補助基準を引き上げる

よう求めました。

若者や高齢者の住宅確保は深刻です。いわき市では、新たな家賃補助制度であ

る住宅セーフティネット制度の普及のため、新しい課のもとで取り組みを開始し

ています。県は全県での制度普及のために取り組むべきです。

は
大
熊
町
、
双
葉
町
と
帰
還
困
難
区
域

だ
け
と
な
り
、
４
万
１
千
人
の
避
難
者

の
う
ち
わ
ず
か
２
割
と
な
り
ま
す
。

か
ら
、
む
し
ろ
一
つ
ひ

と
つ
の
事
例
に
児
童
福

祉
司
が
丁
寧
か
つ
適
切

に
対
応
で
き
る
体
制
を

急
い
で
つ
く
る
こ
と
こ

そ
必
要
で
す
。

※他に鳥獣被害対策交付金事業として、国・県

ともに 8千円上限の補助制度があります。

せ
め
て
社
会
保

険
料
並
み
に
す

る
た
め
、
知
事

会
も
求
め
て
い

る
よ
う
に
公
費

１
兆
円
増
額
を

提
案
し
て
い
ま

す
。
国
は
早
急

に
応
え
る
べ
き

で
す
。



これまで県は中途失明者の歩

行訓練事業を他県の盲導犬協会

に委託していました。新年度から

県に訓練士を配置することに。

県
は
「
商
業
ま
ち
づ
く
り
条

例
」
の
基
本
方
針
見
直
し
で
、
福

島
市
や
郡
山
市
で
す
す
む
広
域

連
携
中
枢
都
市
圏
で
の
調
整
を

盛
り
込
み
ま
し
た
。
こ
れ
は
伊
達

市
堂
ノ
内
の
イ
オ
ン
誘
致
を
視

野
に
、
大
型
店
の
出
店
に
道
を
開

く
も
の
で
す
。
６
千
㎡
を
超
え
る

大
型
店
の
出
店
を
抑
制
し
、
県
内

の
中
小
商
店
の
営
業
と
暮
ら
し

を
守
っ
て
き
た
条
例
の
目
的
に

逆
行
す
る
も
の
で
す
。
中
小
商
店

か
ら
は
、
営
業
に
と
ど
め
を
刺
さ

れ
る
と
の
声
が
あ
が
っ
て
い
ま

す
。今

求
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
は
、
条

例
を
活
か
し
、
お
年
寄
り
も
安
心
し

て
住
み
続
け
ら
れ
る
ま
ち
、
歩
い
て

暮
ら
せ
る
持
続
可
能
な
ま
ち
づ
く

り
を
進
め
る
こ
と
で
あ
り
、
基
本
方

針
の
見
直
し
は
や
め
る
べ
き
で
す
。

子育て支援として、小中

学校給食費無料化や一部

補助実施の市町村が広が

っています。

新年度から、古殿町が全

額無料、平田村が半額補助

へ。また、田村市が在籍２

人目以降、白河市が在籍３

人目以降を無料にします。

県内３１市町村が全額

無料または半額・一部補助

を実施することになりま

す。

憲法２６条は義務教育

は無償としており、「子育

て日本一」を掲げる県は、

県の制度として、全県実施

に踏み出すべきです。

共産党県議団が繰り返し求めてきた要求が実現しました。

今夏までにほぼ全ての県

立高校普通教室にエアコン

が設置されます。また特別

支援学校へのエアコン予算

もつきました。早期の設置

と体育館へのエアコン設置

を引き続き求めています。
今年から１０年間の再エネの

固定買取制度が終了する世帯が

出るため、蓄電設備への補助を創

設します。

国の災害対策補正で河

川の土砂上げ費用が大幅

な増額に。

入居後３年を経過し収入基準

を上回る世帯への家賃の割増し

を、避難者を考慮し軽減すること

に。

県教育委員会は、今後５年間

で２５の県立高校を１３校に

統廃合する、県立高等学校改革

前期実施計画を発表しました。

統廃合が予定される高校の

関係者から、「地域の文化拠点

がなくなる」「地域の衰退に拍

車がかかる」など統廃合に反対

する声が上がっています。また

「５０㎞も離れた高校を統合

してどうやって通学するのか」

など、今議会で与党会派からも

神
山
県
議
は
２
０
１
９
年
度
県

の
当
初
予
算
に
反
対
の
立
場
で
討

論
し
ま
し
た
。
県
の
一
般
会
計
当

初
予
算
は
復
興
・
創
生
分
６
，
０

０
１
億
円
を
含
め
１
兆
４
，
６
０

３
億
円
で
す
。

消
費
税
１０

％
増
税
と
憲
法
９

条
改
憲
、
原
発
再
稼
働
な
ど
悪
政

を
強
め
る
安
倍
政
権
と
一
体
に
県

政
運
営
を
進
め
、
新
年
度
予
算
も

そ
の
立
場
か
ら
の
編
成
だ
と
指

摘
。
原
発
事
故
に
よ
る
被
災
者
に

寄
り
添
う
姿
勢
は
み
ら
れ
ず
、
避

難
者
へ
の
住
宅
無
償
提
供
を
次
々

と
打
ち
切
る
県
を
批
判
し
「
人
間

の
復
興
」
が
な
け
れ
ば
真
の
復
興

同時に県立高校の特色化を推進するとして、下表のように６つの学校

問題視する意見が上がりました。県教委は、こうした意見を計画に反映

しようとせず、あくまで予定通り実施する構えです。学校関係者や地域

の意見を反映し、見直しするよう求めました。

群に区分けし、序

列化するとしてい

ます。どの子ども

にも限りない未来

の可能性があるに

もかかわらず、教

育行政が決めた育

てたい生徒像を固

定化し、中学の段

階から押し付ける

ことになります。

「人格の完成」と

いう教育本来の目

的が歪められるこ

とになるため、特

色化という名の序

列化は見直すべき

と求めました。

追加代表質問する

阿部裕美子県議

２月２７日

県北地方振興局長へ伊達地方議員団とともに

要望する阿部県議と大橋さおり

伊達市・郡県政対策委員長（２月４日）

討論する

神山悦子県議

３月２０日

と
は
言
え
な
い
と
述
べ
ま
し
た
。

そ
の
一
方
で
、
イ
ノ
ベ
構
想
に
は

前
年
度
の
７
０
０
億
円
を
上
回
る

９
１
２
億
円
を
計
上
。
総
額
１
５
６

億
円
か
け
る
ロ
ボ
ッ
ト
テ
ス
ト
フ

ィ
ー
ル
ド
は
新
年
度
中
に
完
成
の

予
定
で
す
が
、
地
元
の
商
工
会
議
所

で
も
「
復
興
に
役
立
つ
」
と
し
て
い

る
の
は
３
％
程
度
だ
っ
た
と
指
摘
。

神
山
県
議
は
、
全
国
的
に
も
低
い

県
民
の
医
療
・
福
祉
・
教
育
に
こ
そ

大
幅
な
予
算
と
施
策
の
拡
充
が
必

要
と
述
べ
ま
し
た
。

石
炭
ガ
ス
化
複
合
発
電
（
Ｉ
Ｇ
Ｃ

Ｃ
）
で
使
う
石
炭
荷
揚
げ
の
た
め
の

小
名
浜
港
東
港
（
人
工
島
）
整
備
に

１
２
７
億
円
を
計
上
し
ま
し
た
が
、

地
球
温
暖
化
対
策
に
逆
行
す
る
と

反
対
。
消
費
税
１０
％
増
税
に
伴
う
県

の
手
数
料
・
使
用
料
の
引
き
上
げ
条

例
改
正
は
中
止
を
求
め
ま
し
た
。


